
　㈱北海道ジェイ・アール・エージェンシー
（ 単 位 ： 千円 ）

金    額 金    額

 （ 資 産 の 部 )   （ 負 債 の 部 )

   流 動 資 産 640,945    流 動 負 債 517,628

58,928 395,088

29,515 40,859

441,201 5,408

72 7,760

94,887 54,498

2,138 10,538

7,788 3,475

7,162

△ 750    固 定 負 債 35,213

  固 定 資 産 124,039 16,476

有形固定資産 73,829 18,736

構 築 物 60,200

建 物 附 属 設 備 241,429

工 具 器 具 備 品 7,067 552,842

減価償却累計額 △ 234,867   （ 純 資 産 の 部 )

   株 主 資 本 212,143

無形固定資産 11,055      資 本 金 80,000

電 話 加 入 権 1,884      利 益 剰 余 金 132,143

ソ フ ト ウ エ ア 9,171 132,143

投資その他の資産 39,154 繰 越 利 益 剰 余 金 132,143

投 資 有 価 証 券 10,000

積 立 保 険 料 6,158

保 証 金 1,000

敷 金 6,619

繰 延 税 金 資 産 15,993

そ の 他 3,756

貸 倒 引 当 金 △ 4,372 212,143

764,985 764,985

その他利益剰余金

科　　　目

退 職 給 付 引 当 金

負 債 の 部 合 計

そ の 他

役員退職慰労引当金

未 払 法 人 税 等

貸 倒 引 当 金

資   産   合   計

買 掛 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

純 資 産 合 計

負 債 ・純 資 産 合 計

短 期 貸 付 金

前 払 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

受 取 手 形

売 掛 金

科　　　目

商 品

（平成１９年３月３１日現在）

貸　　借 　対 　照 　表

現 金 及 び 預 金



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 棚卸資産の評価方法及び評価基準

商品のうち、雑誌については最終仕入原価法、その他の商品については個別法による原価法を

  採用しております。

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産の減価償却については、定額法を採用しております。

無形固定資産（ソフトウェア）の償却については、5年均等償却の定額法を採用しております。

３ 引当金の計上基準

（１）　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）　賞与引当金

従業員に対する賞与の支払に充てるため、支給見込額のうち当期に負担すべき金額を計

上しております。

（３）　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

（４）　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）　リ－ス取引の処理方法

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフｱイナンス・リ－ス取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（2）　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜き方式を採用しております。

（３）　連結納税制度の適用

当期から連結納税制度を適用しております。

注        記        表



５ 重要な会計方針の変更

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当期から貸借対照表の表示について「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　企業会計基準委員会　平

成１７年１２月９日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、２１２，１４３千円です。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１ 担保資産

担保に供している資産       定期預金　１０，４００千円

担保権にかかわる債務       買掛金　   ２１，４４９千円

２ 関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権       ６０，３１５千円

短期金銭債務       ４１，１８２千円

Ⅲ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生原因は、主に賞与引当金、退職給付引当金の損金算入限度の超過及び

未払事業税の否認です。

Ⅳ 一株当たり情報に関する注記

１ 一株当たりの純資産額 　          １３２，５８９円８５銭

２ 一株当たりの当期純利益 　             ２９，７１２円６７銭

Ⅴ 当期純損益金額 　             ４７，５４０千円

Ⅵ その他の注記

貸借対照表及び注記表に記載している金額は、千円未満を切り捨て表示しております。


